様式第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
東大阪市長　様
誓約・同意書

私は、公共交通事業者物価高騰対策支援補助金交付要綱（以下、「要綱」という。）に基づく補助金の交付を受けるにあたって、下記の事項について誓約・同意します。
記
１．誓約事項
	1
	交付要件を全て満たしています。
	□

	2
	申請に必要な書類（本様式及びオンライン申請の場合のシステム入力項目含む）の記載内容及び添付資料に虚偽はありません。
	□

	3
	代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団、第６号に規定する暴力団員、東大阪市暴力団排除条例（平成24年東大阪市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当せず、かつ将来にわたっても該当しません。また、上記の暴力団、暴力団員、暴力団密接関係者が経営に事実上参画していません。
	□

	4
	法人税、消費税及び地方消費税、及び地方税、その附帯徴収金について、滞納はありません。
	□

	5
	国や地方公共団体等から、本申請と重複する補助金、助成金その他これらに類するものの交付を受けて
いません。
	□

	6
	補助を受けたバスについては令和１１年３月３１日まで、補助を受けたタクシーについては、令和９年３月３１日までは、要綱第２条第４項の要件を満たします。
	□

	7
	本補助事業で購入するタイヤは、対象車両の運行の用に供するために使用します。
	□


２．同意事項
	1
	申請者氏名（法人名）・補助事業の概要の公表に応じます。
	□

	2
	申請内容に交付要件に該当しない事実や不正等が判明した場合は、本補助金全額又は一部の返還と返還に要する費用の支払いに応じます。
	□

	3
	東大阪市から本補助金に関する調査、報告または是正のための措置の求めがあった場合、これに応じます。また、申請内容に疑義があった場合に、東大阪市が調査することに応じます。
	□

	4
	本補助金の審査・交付に関する事務に限り、提出された車検証等の申請書類について、所管官庁等への申請情報等と照合することに同意します。
	□

	5
	交付または不交付に関する情報並びに申請書類に記載された情報について、税務情報として使用することがあるほか、国・市町村等他の行政機関から求めがあった場合は、税務情報として提供することについて同意します。
	□

	6
	交付または不交付に関する情報並びに申請書類に記載された情報について、東大阪市の他の補助金等の事業における審査、交付等の事務のために使用することがあるほか、国・市町村等他の行政機関から求めがあった場合にも、当該行政機関の実施する同趣旨の補助金等における審査・交付等の事務のために提供することについて同意します。
	□

	7
	申請書類に記載された情報を、東大阪市暴力団排除条例に基づき、大阪府警察本部に提供することに同意します。
	□

	8
	申請内容の不備等が、東大阪市が指定する期限までに解消されなかったときは、東大阪市が当該申請は取り下げられたとみなすことについて同意します。
	□

	9
	交付申請後、申請者が廃業・死亡等により事業継続ができなくなったときまたは申請内容の不備等により振込不能等があり、申請者の責に帰すべき事由により東大阪市が指定する期限までに解消されなかったときは、申請者が補助金の交付を受けることを辞退したものとみなし、当該交付申請を取り下げることに同意します。
	□

	10
	令和８年７月１日より前に購入したタイヤは補助対象外とすること、補助申請額が予算の上限に達した場合は、申請の受付日が早いものから順に交付決定を行うことに同意します。
	□


※誓約・同意事項を確認し、上記の各項目右のチェックボックス□に必ずチェックを入れた上、
　以下、事業者名等を記入ください。

事業者名（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名（個人事業主の氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本店所在地（個人事業主の住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
